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北海道における農村財政の特質
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1.課題と方法

財政の機能は一般的には資源配分，所得再分配，経済安定の三つであると

されているが，地方公共団体の役割は公共財の最適供給をめざす資源配分が

中心となる。地方公共団体が，このような財政機能を果たして行くためには，

財源が安定的に確保され，長・短期的に弾力的な財政運営と収支の均衡が確

立されなければならない。

しかしながら，高度成長過程の中で顕著になった人口の都市集中，産業の

都市への集積傾向は，特に農村においてインフラなど過疎化に伴う特定の行

政ニーズの増加，高度の産業を欠くことによる財政カの不均等化を進めつつ

ある。このような状況の下で都市・農村財政聞の構造的差異はより拡大して

行くと考えられる。

従って，今後，農村財政が財政の健全性を確保し，適正な財政運営を行う

ためには，まず財政の実態を明確に把握する必要がある。

本研究の課題は北海道の市町村を対象として都市財政との比較において農

村財政の特質を求めるべく，財政分析を意図するものである。より具体的に
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は， (1)農村財政における歳入・歳出構造及び財政運営の特質を分析， (2)歳入

歳出項目の説明要因の把握， (3)歳入歳出の関連性を考慮した農村財政支出要

因を分析するということである。

次に，研究方法であるが，地方公共団体の財政構造の特質を把握するため

には大きく三つの方法があると考えられる。第1に，ある明確な一つの目的

に関連する歳入・歳出項目を個別的に詳しく分析する方法，第2に，歳入・

歳出を全体的に取り上げ財政構造の特徴をマクロ的に分析する方法，第 3に，

第2の方法よりも範囲を広げた方法で単なる財政分析から行財政の分析，あ

るいは地域分析へと発展した方法がある。本研究の方法論としては第 2の方

法論に基づき，歳入・歳出構造及び財政運営指標を分析し，さらに財政構造

的に掘り下げる場合第 1，第3の方法を加えることにする。

分析対象は，北海道の市町村を取り上げる。北海道は日本における極めて

農村的な特徴の強い地域である。すなわち，産業構造として農業のウェイ卜

が高く，資本形成，生産性，所得形成上，日本有数の農村的地域だというこ

とである1)。

都市・農村財政の区分基準は， 15歳以上の総就業者のうち農業部門への就

業人口が50%以上である市町村の財政を農村財政とし，一方，第 2・3次産

業部門への就業人口比率が90%以上のうち，さらに第3次産業部門が60%以

上，人口が10万を超える市町村の財政を都市財政とする2)。

2.財政構造と財政運営指標の特質

1)歳入歳出構造の特徴

まず，歳入構成比の推移を，昭和41年から昭和63年まで農村，都市別に区

分して図 1と図 2に示した。農村において地方交付税が高い比率を占めてお

り，自主財源の大半を占める地方税は都市に比べ半分以下のシェアであり，

さらにその傾向は農村・都市間の差として拡大している。ここでいう「国庫

1 )平成元年度における北海道の農業粗生産額は，対全国比10.1%を占めており，なお歳

出総額のうち農林水産業費の割合においても全国平均9.9%に比ペ12.8%の高い比率

である。

2 )この基準によって選ばれた分析対象市町村は農村13町村，都市8市である。
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図2 歳入構造の変化推移(都市)

支出金」には国及び都道府県支出金が含まれているが，農村の方が僅かなが

ら高い水準であり，その変動が都市に比べて激しい。地方公共団体の債務と

して当該会計年度を超えて返済が行われる地方債は，農村が多少高い水準で
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都市・農村ともオイル・ショックを境にその比率が増加し始めたが， 1980年

代に入って漸減傾向を示している3)。

次に，歳出構成の特徴についてであるが，これは歳出の「性質別J，r目的
別」分類により把握する4)。まず， r性質別」歳出構成比を「義務的経費・
投資的経費」の双方を一つにまとめて図 3で示した。農村の方は「投資的経

費」比率，都市は「義務的経費J比率が相対的に高い。「投資的経費」の主

な経費は普通建設事業費である。農村において農林水産業費及び土木費の補

助事業など，大規模な公共投資がなされていることを反映し，それらの比率

は農村の方が高い。これは，農業が政策依存の強い産業であり，他産業との

成長格差を公共支出で政策的に埋めようとするものであり，一方，国民福祉
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図3 性質別歳出構造の変化推移

3 )地方債の果たす機能は，財源補棋の機能，財政負担の年間平準化を図る機能，資源配

分の適正化に資する機能が上げられる。しかし，地方債の過度の発行は，後年度の住

民に過重な負担をさせることになるので現行法上制限が設けられている。

4) r性質別歳出」分類による「義務的経費jには人件費，扶助費，公債費が含まれてお
り， r:投資的経費Jには普通建設事業費，災害復旧費，失業対策費が含まれる。一方，
「目的別歳出」分類の「行政費」には総務費，議会費， r社会費Jには民生費，衛生費，
労働費，消防費，教育費， r経済費jには農林水産業費，商工費，土木質，災害復旧
費が含まれる。
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の面から農村と都市とのギャップを埋める視点から，遅れたインフラ整備が

農村地域でなされているといえよう。しかし，農村・都市とも1980年代に

入って「投資的経費」比率が急減し，特に農村においては「投資的経費」と

「義務的経費J比率が反転した。f義務的経費」はその構成経費である人件費，

扶助費，公債費のうち人件費が半分程度占めており，反転の主な原因は公債

費比率の急増にある。聞ち，農林水産業費や土木費を増やすことは借金財政

でなければ実施できないことを物語っている。一方，都市の「義務的経費J

が高い理由は扶助費が多いからである。扶助費は，生活保護法，児童福祉法，

老人福祉法等に基づき，被扶助者に対して支給する費用及び地方公共団体が，

単独で行っている各種扶助の支出額として社会福祉に当たる経費である。

従って，都市の高い「義務的経費J比率が財政構造上から望ましくないとは

いえ，都市には倒産企業，浮浪者，農山漁村・炭鉱閉山地域から流入してき

た生活保護者等が少なくないことが作用している。

「目的別J歳出構成は「行政費J.r社会費J.r経済費」及び「公債費」に
まとめて農村，都市別に各々図4と図5に示した。これより，都市において

「社会費」のみが高い比率を示し，あとすべての項目において農村の方が高

い比率を示している。「社会費」比率において農村・都市聞の大きな差を示

すものは民生費であるo 民生費は福祉関係費であり，財源別にみると一般財

源等で半分以上を占めており，性質別分類でみると扶助費が一番高いシェア

を占めている。すなわち，都市においては，主として弱者の保護のため特定

財源のみならず，地域の特性にもとづいて一般財源等に依存する傾向が示さ

れる。農村において「行政費Jが高いのは，都市に比べて総務費の占める割

合が高いからである。即ち，許認可事務を円滑に実施するための上位団体と

の打合せ，補助事業で、農林水産関係，土木事業を申請し，認可を受け，また

検査実施上の監督，資金の流入を円滑にするなどの事務が多いことによる。

「経済費」はその構成費目からみると，都市では主たる産業の商工費のため

の経費，土木費，農村では基幹産業である農林水産業費のための経費，災害

復旧費の比率が高い。都市より農村の「経済費J比率が高いのは，農村の農

林水産業費が都市に比べてより高いことに基づいている。公債費は性質別歳

出でみたと同様である。
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次に，基準財政収入額，基準財政需要額及び歳出の一人当り額を検討する。

図6にそれぞれの結果を示した。全体を通じて，各項目別一人当り額は基準

財政収入額を除いて農村の方が高い。まず，財政力指数及び地方交付税算定

に用いられる基準財政収入額と基準財政需要額について検討する。一人当り

基準財政収入額をみると昭和41年には農村，都市各々8.1千円， 16.6千円，

昭和63年には各々58.6千円と75.3千円になっている。反面，一人当り基準

財政需要額は同期間，農村・都市各々42.5千円， 22.5千円から366.5千円，

117.5千円になって，その格差が極端に拡大している。一人当り歳出決算額

においても農村・都市閣の格差は極めて大きい。この結果から農村では人口

の減少にもとづく社会問題，農業問題の激化によって対住民サーピス費用が

急増しているが，これを賄う基本的収入は伸びておらず，それをやむなく公

債に依存しているということである。

以上，都市財政と比べ，農村財政における歳入・歳出構造の特徴を検討し

た。簡単にまとめると，歳入面では自主財源主として地方税のシェアが伸び

ないため，一般財源としての地方交付税，国・都道府県支出金等の依存財源
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の割合が高くなるばかりか，公債費にまで依存せざるを得ないということで

ある。性質別分類における歳出面では，都市に比べ，農村において「投資的

経費jのシェアが高いとはいえ， 1980年代に入って財源上の理由からその比

率が急減した。経費の目的別分類による歳出をみると，都市においては住民

の社会問題を反映して社会費，農村では農・非農業の成長格差を反映して経

済費が高いシェアを占めていることがわかるo 住民一人当り額からみると，

農村において著しい人口減少による過疎化から，経済費，社会費面での最少

限の財源需要，即ち基準財政需要額と歳出額への需要が大きいのに対して，

それらを賄う最少限の基準財政収入額すら農村は都市を下回ったままである

ことが明かとなった。

2)財政運営指標の評価

ここでは，前節の歳入・歳出構造に基づき，財政運営指標を検討する。財

政運営指標を表1に示した。これより，財政力指数は農村・都市閣の差が大

きいままである。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得られる財政力

指数は基準財政収入額の大きさによる影響が極めて強く，ハッキリと出てい

る5)。地方税収が主な財源である自主財源比率においても農村の方が低く，

昭和41年以降，農村・都市聞の差は2倍以上のまま続いている。従って，地

方税を主とする自主財源の少ない農村において，税源の委譲が確保されない

かぎり，財政力指数の上昇は不可能である。自主財源の多寡は，地方におけ

る行政活動の自主性，即ち地方自治と安定性を確保しうるかどうかの尺度で

あることから，農村においてもでき得る限り自主財源確保に努力しなければ

ならない。

このような地方税源の乏しいもとで，一般財源は，財源の使途が特定され

ず，どのような支出に対しでも使用することができる財源であることから，

地域の実態に即応した施策を講じて行くためには，一般財源ができるだけ多

く確保されることが望ましい。表1に一般財源と関連する指標として一般財

源比率，経常収支比率，経常一般財源比率を示した。まず，歳入総額に占め

5 )基準財政収入額は，地方公共団体が標準的に収入しうると考えられる地方税のうち，

基準財政需要額に対応する部分とされ，都道府県では標準税率で算定した当該年度の

収入見込み額の100分の80，市町村にあっては， 100分の75の額とされている。
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表 1 財政力指標の比較
単位:指数.%

区 分
財政力 自主財 自主財 実質収 経常収 統常一般 公債費 地方債

指数 減比率 源比率 支比率 支比率 財源比率 比率 制限比率

昭和41年農村 0.19 29.1 54.8 76.6 5.9 

都市 0.74 58.3 49.1 82.4 7.9 

45年農村 0.22 26.1 57.8 3.7 73.8 5.3 

都市 0.62 53.6 52.3 0.9 79.4 7.8 

50年農村 0.15 19.8 51. 7 3.5 78.8 100.9 5.3 

都市 0.62 52.2 47.2 -4.0 91. 9 102.6 7.7 

55年農村 0.19 21. 4 47.0 2.0 78.6 100.0 9.3 8.3 

都市 0.65 50.2 45.6 3.6 83.1 107.3 10.1 8.5 

60年農村 0.18 21.1 55.8 3.7 82.5 101.5 16.2 15.0 

都市 0.68 53.5 52.0 1.0 87.5 99.9 14.7 12.7 

63年農村 0.17 24.5 59.3 2.3 75.6 101.0 14.9 15.2 

都市 0.65 57.0 
L一一53.3 2‘2 85.7 103.2 15.9 13.8 一一一」(資料)北海道行政協会「市町村の財政概要」各年度よけ作成。

るー般財源の比率をみると昭和63年に農村59.3%，都市53.3%で農村の方

が高い。これは農村の場合，低い財政カに対し，一般財源のうち50%にもの

ぼる地方交付税が交付されていることにもとづいている。次に，経常収支比

率は，経常一般財源総額に対する，経常経費充当一般財源額の割合をいう。

一般的に農村70%，都市80%を超えると財政構造が弾力性を失いつつあると

いわれている。その比率をみると年度別の変動はあるが，農村・都市とも地

方財政全般が弾力性を失っており，しいていえば，農村にその傾向が強い。

経常一般財源比率は標準財政規模に対する経常一般財源収入額の割合をい

う6)。この指数が100を下回るときは標準的な行政活動を行えなくなる可能

性があることを示し，逆に100を超える度合が高いほど歳入構造は弾力性に

6 )標準財政規模は地方公共E自体の一般財源の標準財政規模を示すもので，次の算式に

よって算定される。標準財政規模=(基準財政収入額一(地方道路譲与税+特別とん

議与税+自動車重量譲与税+航空機燃料譲与税*十交通安全対策特別交付金)Jx 
lOO/7S'"*+{地方道路譲与税+特別とん譲与税+自動車重量譲与税+航空機燃料譲与

税+交通安全対策特別交付金)+普通交付税額。ただし，町立政令都市の場合石油ガ

ス議与税が加える。事*は都道府県の場合は， 100/80である。

69 



北海道大学農経論叢第48集

富むといえる。全体を通じて都市の方が100を超える比率が僅かながら高い

ようである。標準財政規模を用い，計算される財政分析指標は経常一般財源

比率の他に公債費比率がある7)。通常財政構造の健全性を保つためには，こ

の比率が10%を越さないことが望ましいとされている。農村・都市とも昭和

60年以降その比率に多少の差はあるが， 10%を大きく超えており，財政の健

全性が失われてきているといえる。

地方債(許可)制限比率(起債制限比率)は8) 地方債の許可に係る指標

として20%以上30%未満になると，一般単独事業及び厚生福祉施設整備事業

に係る地方債が許可されないことになっており， 30%以上を超えると一般事

業債さえ許可されない。農村・都市とも規制水準までには達してないが，昭

和60年以降農村の方が都市より高い窮状にある。

次に，地方財政の運営結果から，適正な行政水準が確保されているか否か

をみるために，ストック指標として公共施設整備水準を検討する。指標は産

7)公債費比率は次の算式によって求められる。

A-(B+C) 
公債費比率=一一一一一XI00B-C 

ただし， A=当該年度の普通会計に係る元利償還金(繰上償還金を除く)

B=元利金償還に充てられた特定財源
c=普通交付税の算定において災害復旧費，辺地対策事業費等として基準
財政需要額に算入された公債費

D=標準財政規模

8 )起債制限比率(地方債許可制限比率)は次の算式による比率の過去3年聞の平均をい

う。

A-(B+C+E) 
起債制限比率~ '-，;" -~:' XI00 

D-(C+E) 

ただし. A=当該年度の元利償還金(公営企業債，特別地方債中普通会計に属さな

いもの，臨時特例償中普通会計に属さないもの，繰上償還金を除く)

B=元利金償還に充てられた特定財源
c=普通交付税の算定において災害復旧費等として基準財政需要領に算入
された公債費(一部事業組合の地方債に係るものを除く)

D=当該年度の標準財政規模

E=普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入さ

れた公債費(普通会計に属する地方債に係るものに限り，一部事業組

合の地方債に係るものを除く)
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業基盤，生活基盤，教育施設に 3区分し，昭和50年と60年を比較した。その

結果を表2に示した。まず，産業基盤面では農村・都市とも行政水準の向上

があったとはいえ，農村の方が概して低い。変動係数においては農村が大き

く，平均評点は9)農村の方が都市に比べて低い。生活基盤面では，農村にお

表 2 ストック指標
単位:%， m' 

農 村 者E 市
区 分

平均変動係数平均評点 平均変動係数平均評点

産
道路改良率 23.2 53.0 2.5 40.2 58.0 3.5 

業 45.5 32.1 4.1 54.0 21.0 4.6 

基 道路舗装率 6.0 81.2 1.0 23.0 46.1 0.9 
主主

27.9 38.8 2.5 45.1 29.7 3.4 

I人当リ公園面積 1.9 346.4 1.3 13.7 87.2 4.5 

2.5 239.7 1.6 17.5 79.3 4.9 

生 し尿衛生処理率 53.4 36.9 2.6 88.4 25.9 4.4 

活 83.9 32.5 4.1 99.6 0.9 5.0 

基 ごみ収集率 49.6 49.3 2.6 84.0 19.8 4.1 

盟主 85.6 16.8 4.1 99.5 0.9 5.0 

幼稚園保育所収容率 47.3 80.1 1.9 46.3 12.7 1.0 

98.1 75.3 3.0 77.9 12.6 2.3 

非木造校舎面積比率 56.1 66.3 2.8 59.3 34.1 2.6 

87.0 27.2 4.2 90.1 10.5 3.9 

教 危険校舎面積比率 8.8 168.9 3.6 6.8 85.2 2.7 

育 1.8 270.5 4.5 1.6 160.7 4.1 

施 児童1人当り校舎面積 11.0 18.9 3.6 5.7 9.0 1.1 

設 15.0 21.3 4.5 7.1 10.7 2.0 

校舎面積不足学校比率 18.6 103‘2 4.5 20.7 28.1 4.5 

10.4 147.4 4.8 16.3 31.7 4.4 

(資料)北海道行政協会「市町村の財政概要」昭和52年， 62年より作成。
注 1)上段は昭和50年，下段は昭和60年である。
2 )教育施設の各数値は，小・中学校の数値を単純平均したものである。

9 )平均評点は，昭和60年度決算額における全市町村の分布状況を分析し，その状況によっ

て指標水準の低い l点から高い5点まで5段階の相対評価を加えたものである。この

評価方法は f新財政診断手法の開発に関する研究委員会jにおいて関発をし，昭和56

年に「市町村のための総合財政診断の手法Jとして地方公共団体に配布したものであ
る。詳しい内容に関しては地方自治協会編 (3)を参照。
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いて幼稚園保育所収容率が都市に比べて高いのを除き，一人当り公園面積，

し尿衛生処理率，ごみ収集率等のすべての指標において低い。幼稚園保育所

収容率は対象者に対する定員の割合で表すことから，農村が高いのは，老齢

化に伴う幼児・保育人口の絶対的減少が原因といえる。教育施設に関する指

標においても閉じことがいえる。

以上，農村は財政需要を賄う財政収入が乏しく，特に地方自治を実現する

ための地方税収などの自主財源が乏しい。その部分を地方交付税，特定財源

に依存し，地方公共サーピスを実施してきているが，それさえ地方債に依存

せざるを得ず，それには自ずと限界があり，産業基盤，生活基盤，教育基盤

も充分でない。これをさらに充実するには，新たな地方財源の委譲が必要で

あり，さらに地方交付税の増額等なくしては，農村と都市との社会，経済基

盤格差は決して縮まらないといえよう。

3)歳入歳出の説明要因からみた特徴

(1) 計測方法と資料

ここでは，歳入歳出項目に対してその決定要因を分析する。まず，歳入項

目に対しては人口，一人当り所得10) 歳出項目に対しては人口，人口増加率，

面積を説明変数として取り上げ分析を行う。計測式はYj=αj+戸品型の

単純回帰モデルを用い， OLSによって推定した。資料は『市町村の財政概要』

(北海道行政協会，各年度)による普通会計決算額と『個人所得指標J(日

本マーケティング教育センター，各年度)による課税所得統計である。分析

期間は昭和41~63年までの23年間である。各数値は GNP デフレーターに

よって実質化した。

(2) 計測結果と考察

歳入項目の推定結果を表3に示した。パラメータの推計上 t値はほぼ満

足される。ただ農村の決定係数が都市に比べ小さいばかりか，説明力として

も小さいといえよう。推計結果をみると，地方税は人口，一人当り所得要因

による説明力が他の歳入項目に比べて高い。両変数とも都市のパラメータが

10)一人当り所得は市町村別にまとめた統計がないので，ここでは代理変数として一人当

り課税所得を用いる。以下，本論文にあたる一人当り所得に関する統計は同じ概念で

ある。
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表 3 主な歳入項目の人口人当り所得要因による推定結果

、、』
、).>

定 数 謬i 人 口 I人当リ所得 決定係数
区 分

農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 葺目 市

t也方，-fi/. 129_35川市 -18.132_03**・ 25.88*掌市 57.81*** 370.31*** 28.944.93付帯 0.6007 0.8560 

( -7.76) ( -15.99) (12.51l (20.63) (18.60) (19.81) 

例人市町村税 -82.79*** 8.412.17*** 11.20日$ 24.95*** 184.20* *・ 11.387.57**キ 0.8114 0.9296 

(-16.44) ( -23.83) (18.27) (31.74) (30.08) (25.39) 

総国庫支出金 -91. 01 8.391. 24'" 57.99象.. 39.46車車事 574.05・事. 13.635.73・‘事 0.1244 0.8112 

(-0.98) (-10.69) (5.05) (20.34) (5.20) (13.48) 

国庫支出金 -101. 51 一7.221.78"事 40.88事命. 35.65"* 257.56"・ 11.084.08*" 0.1230 0.8125 

(←1.80) ( -10.56) (5.85) (21.08) (3.83) (12.57) 

道支出金 10.50 -1.169.46刊本 17.11" 3.81"・ 316.49'" 2.551. 65*'ホ 0.0519 0.4768 

(0.16) ( -5.26) (2.03) (6.93) (3.91) (8.90) 

地方債 -65.97 -5.541. 05'" 28.29'" 18.08噂市事 440.58・H 8.839.59*'ホ 0.1781 0.6812 

(-1.27) (9.50) (4.40) (]2.43) (7.06) (11.75) 

歳入総額 641. 84・M -44.623.30'" 240.45'・・ 167.18・・申 3.355.04 '" 73.882.50'" 0.3655 0.9323 

( -2.63) (-21.90) (7.93) (33.19) (11. 50) (28.13) 
」ー

住 1) 1人当り所得は. 1人当り課税所得である。
2 )単位は，人口は千人，その他は百万円である。
3) ( )内は t値であり，決定係数は自由度修正済みである。
4)日ヘ日は各々 1%. 5 %水準で有意である。
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高い。特に一人当り所得においては，一単位増加することによって都市が農

村の約78倍の地方税収増を示し，都市において高い所得効果がわかる。農村

の場合，固定資産による税収増がこの計測に示されない点があろう。国及び

道からの支出金を合わせた総国庫支出金(仮称)は農村・都市とも統計的に

有意・であるが，農村ではこれらの説明変数での説明力がほとんどない。おそ

らく農・工所得格差，農業従事者比率とか貿易自由化ダーミ等が必要ではな

いか。もちろん本稿は第一次接近で他臼を期したい。また総国庫支出金に対

する人口，一人当り所得の影響は農村の方が大きい。また同支出金は社会基

盤施設，福祉施設など，特定財源としても使われることから，農村では農林

水産関係費，土木費，都市では福祉関係の土木費が主な使途対象になる。こ

の点より，人口が減少しつつあり，さらに人口密度が低く，一人当り所得の

低い農村においては総国庫支出金に対する人口及び一人当り所得による説明

力が低いといえるかもしれない。しかし，人口増による国庫支出金関係の収

入増は都市より農村の方が効果が大きいといえよう。また地方債への人口効

果も都市より農村の方が大きい。歳入総額への影響要因をみると，農村の場

合，人口が多いほど歳入増加が都市より相対的に大きいが，前節の歳入構造

から明らかになったように，その増加分のほとんどは依存財源によるもので

ある。一人当り所得と歳入総額との関係においては当然ながら都市の方が所

得効果が高い。

ここで，地方税と産業別生産額との関連をさらに検討する。推計式と方法

は前と同じである。推計結果を表4に示した。これより，農村が統計的に農

業組生産額と小売業販売額に有意性があるのに対して都市では統計的に製品

表4 地方税と産業別生産額(販売額)との関係

区分 定数項 農業中且生産額 製品出荷額 小売業販売額 決定係数

農村 18.01 0.01*・・ 0.01 0.03*** 0.4792 

(1.01) (2.88) (1.28) (8.88) 

都市 -2，065.26** -0.07 0.01*** 。.08‘** 0.8503 

(-2.54) ( -l.83) (6.60) (24.89) 

注1)単位は百万円である。
2) ( )内の数字は t値であり.決定係数は自由度修正済みである。

3) **ヘ"は各々 1%， 5 %水準で有意である。
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出荷額と小売業販売額に有意である。農村において農業粗生産額が1単位増

加すると地方税は0.01単位増加する。しかし，小売業販売額の増加の方が効

果が大きい。そしてその小売業販売額は都市が農村に比べはるかに高い販売

効果を示している。

次に，歳出項目の推定結果を表5に示した。被説明変数としては財政統計

の一般分類である歳出の性質別，目的別分類より，歳出の特徴別に項目をま

とめて推定を行った。全体的に人口，人口増加率，面積による説明力は低い。

また農村においては人口のパラメータにおける有意性が低い。まず，義務的

経費のパラメータをみると，農村の場合，人口増加率に対し正の関係に，都

市は人口増加率に負の関係にある。つまり農村において人口の増加率が大き

くなるほど義務的経費，人件費は増加し，都市は人口増加率が大きくなるほ

ど人件費などにスケールメリットが働き，義務的経費の節約効果があるとい

うことであろう。面積のパラメータは，義務的経費，人件費両方とも農村が

正の関係に，都市は積極的にはいえないが，負の関係である。農村は大きく

なるほど行政事務が多くなり，都市は面積の小さいところほど福祉問題が大

きくなるし，財源が乏しいということか。次に投資的経費は農村が人口増加

率に，都市が人口に対して正の効果があるということであるo 投資的経費の

大半を占める普通建設事業費も人口，人口増加率においては投資的経費と同

じ傾向にあるが，面積のパラメータが農村・都市とも有意であり，都市の方

がより高い。都市において普通建設事業費は道路，橋梁，学校など公共用，

または公用施設の新増設に要する経費が中心になるゆえ，農林水産関係費が

主な経費である農村に比べ面積当り歳出増加が大きいことがいえる。

次に，目的別歳出の推定結果ををみる。まず，人口による推定結果は都市

ではすべての歳出項目のパラメータが統計的に有意性が高いのに対して農村

では土木費だけが有意であり，さらに値も低い。要するに多くの農村は人口

が減少しており，そこでは増減何ともいいにくいということ，土木事業は，

人口，人口の伸び率で増えてくるということである。また面積が大きいほど

農村では行政費，社会費が大きくなり，都市では行政費，経済費が大きくな

ることを示している。

以上の結果より，歳出において農村では人口の有意性が低く，都市ではそ

の有意性が高い。農村・都市とも人口増加率の有意性が高いが，農村では正
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主な歳出項目の人口，人口増加率及び面積要因による推定結果

，疋L 数 項 人 口 人口増加率 面 干古 決定係数
区 分

農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村 都市 農村都市

性 義務的経費 665.56・8・ 1，867.92 ~O. 78 104.19付事 93.52判事ー707.71"隼 0.84'" ~1. 48 0.3301 0.5968 

(11.97) ( ~1.20) ( ~0.08) (15.43) (11.73) ( ~3.571 (2.87) ( ~0.56) 

人件費 348.14*'宰 ~660. 78 6.96 52.55・牟事 46.00・傘皐 ~228.67" ・ 0.53*'・ 1.16 0.3838 0.6891 

(14.19) (~ 1.05) (1.72) (19.22) (13.08) ( ~2.85) (4.09) ( ~1. 08) 

質 投資的経費 806.18日* 953.03 18.02 38.26日傘 113.47'牟牟 186.09 。79 3.01 0.2149 0.3600 

(9.11) (0.99) (1.23) (9.19) (8.95) ( ~1. 52) (1.70) ( (1.84) 

事普通業建設費 683.30'" 563.17 24.25 34.67日本 107.58'" ~200.78 0.93" 4.44"・ 0.2332 0.3295 
~IJ (8.49) (0.58) 0.83) (8.18) (9.32) (~1. 6 1) (2.21 ) ( (2.67) 

行政資 294.80'拳拳 ~264 .91 12.80 20.23車*本 48.40'" 108.71" 0.65“事 1. 84'・・ 0.2161 0.5667 

(7.26) (~O. 78) (1.91) (13.71) (8.43) ( ~2.51) (3.05) (3.17) 

日 社会費 549.54 '" ~649.30 9.48 96.50'" 72.14*'掌 ~528.49' *， 0.65・e ~0.48 0.2357 0.5769 

(9、91) ( ~0.44) (I目03) (14.92) (9.20) ( ~2.79) (2.21) ( ~0.19) 

民生費 117.16'" ~l ， 017.69 4.50 45.28*" 21. 29'*' ~333. 75務権事 0.23** ~0.44 0.1623 0.5202 

自ヲ
(5.671 (~ 1.28) (1.23) (13.16) (7.28) ( ~3.31) (2.10) ( ~0.33) 

経済費 886.48'" 511.57 19.78 37.37'" 122.60瀬川 475.67付帯 0.59 8.54*" 0.2550 0.3650 

(10.01) (0.46) (1.35) (7.70) (9.79) ( ~3.34) (1.26) (4.48) 

土木賀 275.81"・ 257.35 20.59'*' 32.59付申 49.70'*， 343.06付帯 0.16 5.15村容 0.2682 0.3470 
号リ (7.79) (0.28) (3.52) (8.09) (9.92) ( ~2.90) (0.84) (3.26) 

公債費 294.71**' 23.72 13.71 '・ 13.24'事* 39‘59・H 230.34'*， 0.32 0.75 0.2284 0.2750 

(8‘74) (0.05) ( ~2.46) (6.88) (8.30) ( ~4.08) (1.81) (1.00 ) 

歳出総額
2，010.69*'事 十 453.83 169.39" ， 283.27・~1.337 .57*" 2.20傘$ 11.45" 0.3298 0.5176 

(12.07) ( ~0.15) (12.59) (11.86) ( ~3.39) (2.52) (1.98) 

表 5

、J。、

校 1)単位は，人口は千人，人口増加率は%，面積はKmヘその他は百万円である。

2) ( )内は 1値であり，決定係数は自由修正済みである。
3 )・*'，は各々 1%， 5%水準で有意である。
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の関係に，都市では負の関係である。要するに都市では人口が多いほど歳出

規模は大きい傾向であることと，人口が矯加しでも物価上昇率以上に実質的

な歳出規模が大きくならないと考えられる。反面，農村においては人口減少

率が大きいほど歳出規模の小さいことがいえる。

3.財政支出の要因分析

1)モデルの設定

前章では，農村財政の歳入・歳出構造の特徴及び財政指標の分析を行い，

さらに歳入・歳出項目の決定要因を項目別に推計してみた。ここでは歳入・

歳出を考えるとき地方公共団体の厚生関数からのアプローチの一つである

Hendersonモデルl1)を用い，分析を行う o

Hendersonモデルの特徴は地方公共団体の主な歳入・歳出項目と，社会

的要因としての人口及び経済的要因としての所得・消費をとらえ，地方公共

団体の公的支出の決定要因を把握することである。推定式の誘導過程を簡単

に述べると，まず，地域社会の厚生水準は，公的支出と私的支出により影響

を受けるし，次のような社会的厚生関数を設定する。

w=(α。+αlIN+ a 2 GR +α3 PO ) logEX + CO ・H ・H ・H ・...(1) 
ここで， IN 一人当り所得

GR 一人当り国からの収入額

PO 人口

EX 一人当り公的支出

CO 一人当り消費支出

一方，歳入については，地方税収入，国からの収入，公債収入とするが，

公債収入を一定とすると地方税収は支出と国からの収入の差の一定割合であ

ると考えられる o

TA = s ( EX -GR )………...・ H ・..……...・ H ・.....・ H ・..…...・ H ・..… (2)

ここで， TAは:一人当り地方税である。

他方，所得から消費支出を除いた一定割合が地方税として得られる(貯蓄

11) Henderson (7) PP. 156-163，川瀬 (15)PP.29-47，能勢・河崎(18)PP. 30-31を

参照。
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率一定)とすると， TA = Y ( IN -CO )…… (3)と考え，これを(2)式に代入

すると，

Y CO + s EX = Y IN + s GR…… (4)となり地域の所得・支出均衡式を
表す。

以上より，地方公共団体は社会的厚生関数を， (4)の制約のもとで最大化す

るEXとCOを選択すると仮定すると， Lagrange functionをLとして，

L ( EX， CO ， A ) = ( a 0十 α1IN + a 2 GR +α3 PO ) logEX + CO -A 

( Y CO + s EX -Y IN -s GR )…… (5)となり，

(5)式から一階条件は，

δLα。+a lIN+α2GR十 α3PO)
aEX EX 

aL 
一一一一=l-Yλ=0
θCO 

一λβ=0

aL 
一一一=r co + s EX -r IN -s GR = 0が得られ，整理すると
δλ 

EX=αoY/s+(α1 r / s ) IN + ( a 2 r / s ) GR + (α3/戸)PO

. (6)が得られる。

Hendersonは，この(6)式に誤差項 Ujを加えて推定を行う。

EXi=α。/β+(αd戸)INi +(α2/ s ) GRi + ( a 3/ s ) POi + Ui 
. (7) 

al Y a2 Y 
但し，aO=s' al=s' aZ=s' a3=s  

となる。 (7)式を推定すれば各パラメータより地方公共団体の支出に対する所

得，国からの収入，人口の反応を検討できる。

2)データ

データは『市町村の財政概要J(北海道行政協会，各年度)の普通会計決

算額及び『個人所得指標J(日本マーケティング教育センター，各年度)を

用い，一人当り支出は一人当り歳出額，一人当り所得は一人当り課税所得，

一人当り国からの収入は一人当り地方交付税と一人当り国庫支出金を合わせ

た額，人口は住民基本台帳人口で推計した。人口以外の各数値はGNPデフ

レーターによって実質化した。分析期聞は昭和41年一63年である。
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3 )計測結果と考察

表6に推定結果を示した。地方公共団体の公的支出に対する推定変数の決

定係数が高く，全体的に有意性も高い。農村・都市とも一人当り公的支出に

対する一人当り所得，一人当り固からの収入パラメータは正の関係に，人口

パラメータは負の関係である。即ち，地方公共団体の一人当り支出は所得及

び国からの収入の増加によって増加傾向に，人口が減少するとすれば，増加

傾向にあることが読み取れる。まず，一人当り所得パラメータは農村0.06，

都市0.34で都市の方が6倍近く高い。一方，一人当り国からの収入パラメー

タは農村1.46，都市0.45で，農村の方が国庫補助による支出規模への誘引

は3倍以上大きい。一人当り所得と一人当り国からの収入が一定とすると，

人口パラメータは農村一0.0071，都市-1810.23と，人口減による一人当り

公共支出規模の増大は都市の方が極めて大きい。

表 6 Henderson Modelによる 1人当り支出要因の推定結果

区分 定数項
1人当り 1人当り国

人 口 |決定係数
所 得 からの収入額

農村 0.02 0.06存場 1.46'*噂 -0.0071*** I 0.9486 

(1.35) (2.58) (44.14) ( -3.19) 

都市 一0.03・H 0.34布** 0.45**掌 -1.810.23*** I 0.9422 

( -5.14) (31.58) (6.77) (-11.75) 

註 1)人口による支出増加額の単位li.千円である。
2) ( )内は t値であり，決定係数は自由度修正済みである。
3) **.， **は各々 1%. 5%水準で有意である。

4.要約及び結論

以上，農村財政の分析結果により，次のような点が明らかになった。 1) 

歳入構造では，歳入総額に占める地方税シェアが都市に比べて半分以下であ

り，さらにその格差が拡大している。 2)国庫支出金シェアの年度間変動が

大きいことより，国の財政構造変化の影響がより農村に転嫁されることが明

らかになった。 3)性質別歳出では，農村で、投資的経費比率が高いが1980年

代に入って公債費比率の急増に伴い義務的経費比率が投資的経費比率を上回

るようになった。 4)目的別歳出では，農村では経済費比率，都市では社会

費比率が高い。 5)一人当り額では，都市に比べて基準財政収入額が低く，
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基準財政需要額及び歳出総額はより高い。特に農村において一人当り歳出総

額の急増傾向が明らかになった。 6)財政カ指数は全体的に農村が0.2以下

で都市の0.6水準を大きく下回っている。7)農村において自主財源比率は

昭和41年に29.1%から昭和63年に24.5%まで低くなっている。 8)経常収

支比率は一般基準である農村70%，都市80%からみると，農村においてこの

基準を越える比率が高く，，政構造の弾力性が低い。 9)公債費比率は， 10% 

を越さないことが望ましいという一般概念からみると，農村の超過比率が大

きいので財政の健全性が低い。 10)地方公共施設水準から求められたストッ

ク指標でみると，産業基盤，生活基盤面が都市に比べて，まだ低い水準にあ

り，地方公共団体間の変動係数も高い。 11)歳入の決定要因を人口，一人当

り所得から求めると，農村では総国庫支出金の規模に対する人口要因の影響

が大きく，地方税収に関する一人当り所得の影響は小さい。 12)地方税と産

業別総生産額との関係からみると，農村では農業総生産額と小売業販売額，

都市では工業製品出荷額と小売業販売額が影響力を持ち，小売業販売額は都

市の方が農村より影響力が大きい。 13)歳出額の決定要因を人口，人口増加

率，面積要因から推計してみると，決定係数は農村の方が低く，一般的に農

村では人口増加率，都市では人口及び人口増加率とも統計的に有意である。

特に人口増加率のパラメータにおいて農村では正の関係に，都市では負の関

係であることから，農村において人口減少率が高いほど歳出規模が小さいこ

とが明らかになった。 14) Hendersonモデルの推定結果をみると，農村に

おいては一人当り公共支出に対して一人当り国からの収入の影響力が都市に

比べて大きく，都市では一人当り所得の影響力が農村に比べて高い。

以上の結果より，地域活性化及び地域の均衡的発展に求められる地方公共

団体の役割がますます増えているなかで，それを実質的に支える地方財政は，

特に農村財政においてより厳しい状況であることが明らかになった。地方交

付税制度によって一般財源がある程度保障されるとはいえ，過疎化，貿易自

由化の進展に伴う農業の危機に対する財政需要が増大する中，財政力が相対

的に都市より小さく，不安定な条件のもと，公債依存にも限界がある。農村

財政において，単なる財源確保ではなく，地域経済活性化による派生効果を

考慮しても，地域の経済基盤から生み出された自主財源シェアを高め，財政

力を向上させる必要がある。要するに，地方の時代を迎え，地方自治の本来
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趣旨を達成していくためには財政力の弱い農村において固からの財源委譲，

自らの健全な財政構造を確立することが急務で、あり，これこそ農村振興政策

の課題といえる。
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